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◇県議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第73号）
１　県議会議員の議員報酬等に関する条例（昭和22年秋田県条例第10号）の一部改正（第１条による改正）
　　12月に支給する期末手当の割合を100分の160（現行100分の170）に引き下げることとした。（第１条の２関係）
２　県議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正（第２条による改正）
　　６月に支給する期末手当の割合を100分の140（現行100分の155）に引き下げることとした。（第１条の２関係）
３　施行期日
　　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２は、平成22年４月１日から施行することとし
た。

◇一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（秋田県条例第74号）
１　一般職の職員の給与に関する条例（昭和28年秋田県条例第22号）の一部改正（第１条による改正）
　⑴　自宅に係る住居手当を廃止することとした。（第11条の４関係）
　⑵　12月に支給する期末手当の支給割合を次のとおり引き下げることとした。（第21条関係）

　⑶　12月に支給する勤勉手当の支給割合を次のとおり引き下げることとした。（第22条関係）

この号で公布された条例のあらまし

◇ ◇

平成21年11月30日

号外第１号

毎週火・金曜日発行

再任用職員以外の職員

再任用職員

職員の区分

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

改正前

155/100

135/100

80/100

70/100

改正後

145/100

120/100

75/100

65/100

再任用職員以外の職員

再任用職員

職員の区分

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

改正前

72.5/100

92.5/100

40/100

50/100

改正後

67.5/100

92.5/100
（改正なし）

35/100

45/100
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　⑷　若年層及び医師を除く職員に係る給料月額を引き下げることとした。（別表第１～別表第６関係）
　⑸　その他所要の規定の整備を行うこととした。
２　一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第２条による改正）
　⑴　期末手当の支給割合を次のとおり改定することとした。（第21条関係）

　⑵　再任用職員以外の特定幹部職員の勤勉手当の支給割合を100分の87.5（現行100分の92.5）に引き下げることとし
た。（第22条関係）

３　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年秋田県条例第３号）の一部改正（第３条による改正）
　⑴　勤務時間を１週間当たり38時間45分、１日につき７時間45分とすることとした。（第２条及び第３条関係）
　⑵　その他所要の規定の整備を行うこととした。
４　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成12年秋田県条例第152号）の一部改正（第４条による改正）
　⑴　第１号任期付研究員に適用する給料表の２号給以上の号給の給料月額を引き下げることとした。（第５条関係）
　⑵　12月に支給する期末手当の支給割合を100分の160（現行100分の170）に引き下げることとした。（第６条関係）
５　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第５条による改正）
　　６月に支給する期末手当の支給割合を100分の140（現行100分の155）に引き下げることとした。（第６条関係）
６　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成14年秋田県条例第69号）の一部改正（第６条による改正）
　⑴　特定任期付職員に適用する給料表の２号給以上の号給の給料月額を引き下げることとした。（第７条関係）
　⑵　特定任期付職員の12月に支給する期末手当の支給割合を100分の160（現行100分の170）に引き下げることとし
た。（第８条関係）

７　一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（第７条による改正）
　　特定任期付職員の６月に支給する期末手当の支給割合を100分の140（現行100分の155）に引き下げることとした。
（第８条関係）
８　一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年秋田県条例第５号）の一部改正（第８条によ
る改正）
　　若年層等を除く職員の現給保障額を引き下げることとした。（附則第７項関係）
９　施行期日等
　⑴　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２、３、５及び７は、平成22年４月１日から
施行することとした。

　⑵　一般職の職員の給与に関する条例ほか４条例について、所要の規定の整理を行うこととした。

◇知事等の給与および旅費に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第75号）
１　知事等の給与および旅費に関する条例（昭和31年秋田県条例第33号）の一部改正（第１条による改正）
　　12月に支給する期末手当の割合を100分の160（現行100分の170）に引き下げることとした。（第８条関係）
２　知事等の給与および旅費に関する条例の一部改正（第２条による改正）
　　６月に支給する期末手当の割合を100分の140（現行100分の155）に引き下げることとした。（第８条関係）

◇ ◇

再任用職員以外の職員

再任用職員

職員の区分

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

特定幹部職員以外の職員

特定幹部職員

支給月

６月

12月

６月

12月

６月

12月

６月

12月

改正前

135/100

145/100

115/100

120/100

75/100

75/100

65/100

65/100

改正後

120/100

145/100
（改正なし）

100/100

125/100

60/100

80/100

50/100

70/100
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３　施行期日
　　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２は、平成22年４月１日から施行することとし
た。

◇企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例（秋田県条例第76号）
１　自宅に係る住居手当を廃止することとした。（第３条の３関係）
２　企業職員の勤務時間の改定に伴い、所要の規定の整理を行うこととした。（第６条関係）
３　施行期日
　　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２は、平成22年４月１日から施行することとし
た。

◇市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（秋田県条例第77号）
１　市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和28年秋田県条例第59条）の一部改正（第１条による改正）
　⑴　自宅に係る住居手当を廃止することとした。（第15条の２関係）
　⑵　平成21年12月に支給する期末手当の支給割合を次のとおり引き下げることとした。（第22条関係）

　⑶　勤勉手当の支給割合を次のとおり引き下げることとした。（第23条関係）

　⑷　若年層を除く職員に係る給料月額を引き下げることとした。（別表第１～別表第３関係）
　⑸　その他所要の規定の整理を行うこととした。
２　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正（第２条による改正）
　⑴　期末手当の支給割合を次のとおり改定することとした。（第22条関係）

　⑵　勤務時間を１週間当たり38時間45分とし、１日につき７時間45分とすることとした。（第28条及び第28条の２関
係）

　⑶　その他所要の規定の整理を行うこととした。
３　市町村立学校職員の給与等に関する条例及び義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

◇ ◇
◇ ◇

職員の区分

再任用職員以外の職員

再任用職員

改正前

155/100

80/100

改正後

145/100

75/100

職員の区分

再任用職員以外の職員

再任用職員

支給月

６月

12月

６月

12月

改正前

72.5/100

72.5/100

35/100

40/100

改正後

67.5/100

67.5/100

35/100
（改正なし）

35/100

職員の区分

再任用職員以外の職員

再任用職員

支給月

６月

12月

６月

12月

改正前

135/100

145/100

75/100

75/100

改正後

120/100

145/100
（改正なし）

60/100

80/100
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の一部を改正する条例（平成18年秋田県条例第36号）の一部改正（第３条による改正）
　　若年層を除く職員の現給保障額を引き下げることとした。（附則第７項関係）
４　施行期日
　　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２は、平成22年４月１日から施行することとし
た。

◇教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第78号）
１　教育長の給与及び旅費等に関する条例（昭和58年秋田県条例第17号）の一部改正（第１条による改正）
　　12月に支給する期末手当の割合を100分の160（現行100分の170）に引き下げることとした。（第２条関係）
２　教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部改正（第２条による改正）
　　６月に支給する期末手当の割合を100分の140（現行100分の155）に引き下げることとした。（第２条関係）
３　施行期日
　　この条例は、平成21年12月１日から施行することとした。ただし、２は、平成22年４月１日から施行することとし
た。

◇ ◇
◇ ◇



平成21年11月30日（月曜日）  　号外第1号秋　田　県　公　報　　　　　　　  2009年

－５－

条　　　　　　　　例
　 次 に 掲 げ る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。　

　 一　 県 議 会 議 員 の 議 員 報 酬 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 三　 知 事 等 の 給 与 お よ び 旅 費 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 四　 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 お よ び 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 五　 市 町 村 立 学 校 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 六　 教 育 長 の 給 与 及 び 旅 費 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 　 平 成 二 十 一 年 十 一 月 三 十 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 秋 田 県 知 事　 佐　 竹　 敬　 久　

秋 田 県 条 例 第 七 十 四 号

一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 八 年 秋 田 県 条 例 第 二 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。第 一 条
第 十 一 条 の 四 第 一 項 第 一 号 中 「 第 三 号 」 を 「 次 号 」 に 改 め 、 同 項 中 第 二 号 を 削 り 、 第 三 号 を 第 二 号 と し 、 同 条 第 二 項 中 「 第 一 号 又 は 第 二 号 に 掲 げ る

職 員 の う ち 第 三 号 に 掲 げ る 職 員 で も あ る も の に つ い て は 、 第 一 号 又 は 第 二 号 に 掲 げ る 額 及 び 第 三 号 」 を 「 当 該 各 号 の い ず れ に も 該 当 す る 職 員 に あ つ て

は 、 当 該 各 号 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 を 削 り 、 同 項 第 三 号 中 「 前 項 第 三 号 」 を 「 前 項 第 二 号 」 に 、 「 第 一 号 」 を 「 前 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と す

る 。
第 二 十 一 条 第 二 項 中 「 百 分 の 百 五 十 五 」 を 「 百 分 の 百 四 十 五 」 に 、 「 百 分 の 百 三 十 五 を 」 を 「 百 分 の 百 二 十 を 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 百 分 の 百 五

十 五 」 を 「 百 分 の 百 四 十 五 」 に 、 「 百 分 の 八 十 」 を 「 百 分 の 七 十 五 」 に 、 「 百 分 の 百 三 十 五 を 」 を 「 百 分 の 百 二 十 」 に 、 「 百 分 の 七 十 を 」 を 「 百 分 の

六 十 五 」 に 改 め る 。

第 二 十 二 条 第 二 項 第 一 号 中 「 百 分 の 七 十 二 ・ 五 」 を 「 百 分 の 六 十 七 ・ 五 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 、 六 月 に 支 給 す る 場 合 に お い て は 」 及 び 「 、 十 二

月 に 支 給 す る 場 合 に お い て は 百 分 の 四 十 （ 特 定 幹 部 職 員 に あ つ て は 、 百 分 の 五 十 ） 」 を 削 る 。

附 則 第 二 項 中 「 乗 じ て 得 た 額 」 の 下 に 「 （ そ の 額 に 一 円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て た 額 ） 」 を 加 え る 。

別 表 第 一 か ら 別 表 第 五 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。
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